
 

神奈川県女性自立支援施設の 

指定管理者候補（案）について 

 

指定管理者候補（案） 社会福祉法人神奈川県民生福祉協会 

 

１ 神奈川県女性自立支援施設指定管理者外部評価委員会評価結果 

(1) 評価点 

順位 団体名（所在地） 

選定基準大項目別点数 

合計点 サービス

の向上 

管理経費

の節減等 

団体の 

業務遂行

能力 

１ 
社会福祉法人神奈川県民生福祉協会（横浜

市） 
61 ５ 21 87 

 

(2) 評価の概要 

 

  

委員会として、申請者は指定管理者候補として適切であると判断した。  

 

評価できる点は、次のようなものがあった。  

・施設として目指している理念は非常に良いものである。 

・困難な問題を抱える女性、傷ついて施設へたどり着いた方に対して職員は寄り添った支

援をしている。 

・利用者へのサービスの提供については、非常に深く考えて、いろいろなことを実践して

いる。 

 

今後への期待・要望としては次のようなものがあった。  

・管理運営について、事故防止の観点からも法人の理事や監事がよりしっかりと見ていく

必要がある。  

・苦情対応については、法人とは独立した第三者委員を設けるなどにより、職員や理事に

対しても声をあげやすい仕組みを検討して欲しい。 

・職員の人手不足が原因で希望者が施設を利用できないことがないよう留意して欲しい。 

・支援の性質上、離職率も高いと思うので、長く勤務できるよう、人材育成も含めて法人

としても職員への支援方法を検討して欲しい。 

・加害者からの追及を防ぐため秘匿性は必要ということは理解しているが、社会へ出てい

く際は地域で自立していくこととなるので、県のほうでもバックアップしながら支援の

あり方を検討して欲しい。 

 



２ 神奈川県女性自立支援施設指定管理者外部評価委員会評価結果に対する福祉子どもみらい局

意見 

 
〈意見理由〉 

 

評価結果について 同意する ・ 同意しない 

神奈川県女性自立支援施設指定管理者外部評価委員会での評価結果を確認したところ、選定

基準に沿った適切な評価が行われている。 

 

社会福祉法人神奈川県民生福祉協会の提案は、外部評価委員会の評価どおり、指定管理者と

しての基本方針の項目や利用者に対する支援の項目などが高く評価できる。 

 このため、社会福祉法人神奈川県民生福祉協会を指定管理者候補としたい。 



外部評価委員会評価点の詳細について 

施 設 名 神奈川県女性自立支援施設     

大
項
目 

小項目 評価の視点 

評価点 

特記事項 

配点 

（福）神奈

川県民生福

祉協会 

Ⅰ
 

サ
ー
ビ
ス
の
向
上 

指定管理者として
の基本方針等 

・指定管理業務全般を通じた団体等の総合的な運営方
針、考え方 
・女性支援法の理念である関係機関との連携による切
れ目ない支援といった施設が果たすべき役割の考え方 
・業務の一部を委託する場合の業務内容等 
・サービス向上等のための自己評価や第三者による評
価・検証の仕組み 

10 10  

施設及び設備の維
持管理の実施方針 

清掃業務、保守点検業務、警備業務等についての実施
方針 

10 ８ 
  

利用者のニーズ把
握、苦情対応等 

・サービス向上のために行う利用者ニーズ・苦情の把
握及びその内容の事業等への反映の仕組み、トラブル
時の利用者対応等 
・手話言語条例への対応 

35 28 

 

利用者に対する支
援 

・女性支援法が対象とする幅広い困難を抱える利用者
の意思が尊重され、状況等に応じた当事者目線に立っ
た適切な支援 
・利用者の被害からの回復及び心身の健康の回復を図
るための医学的、または心理学的支援 
・安心できる生活環境や信頼できる人間関係の中での
日常生活の回復支援 
・生活の支援や同伴児童の学習支援など利用者の状
況、能力、適性等を考慮した計画的な自立支援 
・障害や就労経験の乏しさなど様々な課題が存在する
ことを想定した上での利用者の能力・適性に応じた積
極的な就労支援 

 

退所者に対す
る支援 

地域で安定した自立生活を継続するための退所後の支
援 

 

日常時の安全
管理及び災害
時や緊急時の
対応 

・女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定
める条例に基づく、非常災害計画、安全計画、業務継
続計画(ＢＣＰ)の整備状況 
・事故及び非常災害発生に関するマニュアルの作成及
び研修等、通常の指定管理業務を行う際の事故防止に
向けた取組内容 
・急病人等が生じた場合の対応（救急救命士等の配
置、救命に関する職員研修等） 
・事故等の緊急事態が発生した場合の検証、評価、再
発防止に向けた取組及び重大な事故発生時の検証体制

15 15  

 



の考え方 

Ⅱ
 

管
理
経
費
の
節
減
等 

適切な積算 

「提案額」と「積算価格から 20％節減した額」のうち、高い金額 

  

提案額（積算価格から 20％以上節減している場合は、 

積算価格から 20％節減した額） 

〇次の場合は、選外とする。 
・提案額の積算に重大な誤りがある。 
・業務に必要不可欠な経費が積算されていない。 
・人件費単価が最低賃金法の最低賃金額を下回る。 
○提案額の積算に重大な誤りはないが、指定管理業務
の実施への支障や地域への悪影響が懸念される場合
は、「節減努力等」の項目を０点とする。 
・市場価格と比して同等の職種・職責の者が受け取る
賃金を大幅に下回る。 

・県の積算単価を大幅に下回り、仕様に定める業務の
実施に支障が生じるおそれがある。 

・再委託先への発注額が、極めて低い。 
・応募法人の健全な経営に支障が生じるおそれがあ
る。 

５ ５  

Ⅲ
 

団
体
の
業
務
遂
行
能
力 

執行体制及び
委託業務のチ
ェック体制 

・指定期間を通じて効果的・効率的に指定管理業務を
行うための人員配置等の状況（人事管理体制・人員配
置計画） 
＜最低基準＞ 
施設長１名、支援員２名、看護師又は心理療法担当

職員１名、栄養士又は調理員１名、事務員２名、嘱託
医（非常勤）２名 
＜配置が望ましい職員＞ 
直接処遇職員（指導員）３名追加、心理療法担当職

員、保育士 
・業務の一部を委託する場合の管理・指導体制の状況 

５ ４ 

 

人材育成等 

・指定期間を通じて安定して指定管理業務を行うため
の人材育成や職員採用の方針・状況等 
・施設としての定期的な研修開催及び国や県が主催す
る研修への参加 

 

財務状況 

安定した指定管理業務の実施を判断する指標としての
団体等の経営状況、団体等の事業の継続性・安定性の
度合い、団体等の事業の信頼性の度合い 

５ ４  

コンプライア
ンス 

指定管理業務を実施するために必要な団体等の企業倫
理・諸規程の整備、研修等法令遵守の徹底に向けた取
組の状況 
 
 
 
 

 

８ ６  

×５ 



環 境 へ の 配
慮、社会貢献
等への取組 

・指定管理業務を行う際の環境への配慮の状況 
・再生可能エネルギー電力の利用に向けた取組 
・法定雇用率の達成状況等、障害者雇用促進の考え方
と実績 
・障害者差別解消法及び神奈川県当事者目線の障害福
祉推進条例に基づく合理的配慮の提供など、「ともに
生きる社会かながわ憲章」の主旨を踏まえた取組につ
いての考え方 
・手話言語条例への対応 
・ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）への取組、社会貢
献活動等、ＣＳＲの考え方と実績 

 

事故・不祥事
への対応 

募集開始の日から起算して過去３年間の重大な事故又
は不祥事の有無並びに事故等があった場合の対応状況
及び再発防止策構築状況 ２ ２ 

 

個人情報保護
の考え方 

 個人情報保護についての方針・体制、職員に対する
教育・研修体制及び個人情報の取扱いの状況 

 

管理運営等の
実績 

 管理運営等の実績の状況 ５ ５  

合 計 100 87  

 


	19_【福子】様式３_指定管理者候補（案）について
	20_【福子】様式３_別紙_外部評価委員会評価点の詳細について

